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日本の租税支出の推計
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要 旨
多くのOECD諸国では政府が租税支出の公表を毎年行っている。租税支出
は税の減免措置であり、これは特定の政策目的を達成するための政策手段であ
るとみなされる。
租税支出は、対民間への間接支出の大きさを示す指標であるが、租税支出は
ベンチマークの税収の仮定を置いて推計されており、この仮定は各国で異なっ
ていることに注意しなければならない。日本の租税支出は租税特別措置による
税の減免であると定義されているので、租税支出総額は他のOECD諸国より
も小さい。そこで、この論文では他のOECD諸国で採用されている推計方法
を用いて日本の租税支出の推計を試みる。さらに推計結果を提示し経済的な含
意を提示する。
キーワー ド:租税支出、FF8接支出
JEL分類番号 :H24;H25;H29.
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1. はじめに
租税支出 (Tax Expenditure)は税の減免による政府の間接的な支出とし
て定義され、多くのOECD諸国では政府によって租税支出の金額が毎年公表
されている。OECD(1996)のまとめによると、租税支出の公表義務付けを行
っている国にはオーストラリア、オーストリア、ベルギー、フランス、 ドイツ、
アメリカなどがあり、予算書の一部に組み込まれている国にはがアメリカ、イ
ギリス、 ドイツなどがある。これらの国では租税支出は「税」の減免による間
接的な政府「支出」であり、政策手段のひとつであると認識されているといえ
る。
一般的に、政策の手段としては国防や公共投資などのような直接的な政府支
出、排気ガス規制や許認可などのような、民間経済活動への関与、あるいは所
得再分配政策として累進課税の採用などがある。したがって政府活動は、これ
らの政策手段をどのように組み合わせて政策目標を実現するかであるといえよ
う。税制については、政府の収入を支える代表的な手段であるとともに、再分
配政策の役割も呆たしている。さらに、税制は、税の減免措置をとることによ
って間接的に便益を与えることもできると考えられる。
政府活動の規模やその構成は、予算・決算統計を用いて目的別・性質別に捉
えることができる。また、政府活動を民間経済活動と関連付けて捉えるには、
国民経済計算などが用いられる。これらの統計が示す政府活動は、政府が実際
に財やサービスの購入をした金額や民間部門に直接移転した金額である。規制
などの政策手段を用いた場合には、それに要した経費は人件費や物件費などに
計上されるが、経済活動に及ぼす影響については定量的な分析によって推計し
なければ浪1定できない。
租税支出についても同様に、政府の予算・決算統計に計上されていないため、
各国とも計算の前提をおいて推計しているのである。以下では、第2節で租税
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支出の基本的な考え方とその経済的な合意を整理しておく。第3節で租税支出
の推計方法を提示し、第4節で日本の国税について、租税支出の推計を行い集
計結果をまとめる。
2.各国の租税支出の定義 と公表
(1)租税支出の範囲と定義
租税支出の基本的な考え方として、 2つを紹介しよう。一つは政府の税収減
少ととらえる考え方で、これに沿った定義として、アメリカの「連邦税法で規
定された所得控除、税額控除、軽減税率、猶予による税の減収」がある。もう
一つは政府の間接的な支出ととらえる考え方で、オーストラリアの租税支出で
定義されている「特定の活動や特定階級の納税者に便益を与える税の減免」が
これにあたる。これらは租税支出には税の減収と間接支出の2つの面があるこ
とを示している。実際、アメリカの租税支出の推計結果は間接支出として、政
府の機能別支出に関連付けたものと、納税者の所得階級別減免額の2通りが提
示されており、オーストラリアでも機能別政府支出と租税支出の併記と、税目
別の減収額が提示されている。
(2)オーストラリアの租税支出
オーストラリア政府は1998年以降、毎年租税支出を推計し7レ 勲夕ι物 ″
s滋″
“
π′を発行している。さらに、予算書にも租税支出に一章を割いている。
租税支出は間接支出とみなされ、表2-1のように、政府の機能別支出と併記さ
れている。
表2-1によると、政府の直接支出の総額は2,060億ドルであり、租税支出の総
額は420億ドルである。両者がいずれも政府の役割を果たすためのものである
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と考えると、合計2,480億ドルが経済に対する政府の活動の大きさであるとい
える。政府活動のうち租税支出の占める割合は17%である。
機能別に租税支出を比較すると、社会保障・福祉、燃料 。エネルギー、住宅・
地域、農林漁業、およびその他の経済事情の割合が大きい。特に社会保障・福
祉は直接支出の最大項目 (862億ドル、直接支出総額の42%)だけでなく、租
税支出の最大項目 (274億ドル、租税支出総額の65%)でもある。このことは
租税支出を考慮しない場合には、社会保障・福祉に対する政府活動を相対的に
過小評価することを意味する。
租税支出の推計の詳細は、各税目について、所得控除や軽減税率などの減免
項目別に示されている (表2-2)。具体的に記載されているのは、①支出の機能
別分類、②減免のタイプ、③減免制定年・終了年、④関連法条項、⑤解説など
とともに、過去3年度分と該当年度の推計結果および将来4年度分の予測値を
掲載している。これらの時系列の数値には過去の税制改革による租税支出の変
化と今後の税制改革による影響を織り込んでいる。
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表2-1 機能別総租税支出と直接支出層租税支出 (2005-06)
「TeXpenmuЮtt D面∝印dm¶R
General public services
A. Legislative and executive affairs
B. Financial and fiscal affairs
C. Foreign affairs and economic aid
D. General research
E. General services
F. Govemment superannuation benefits
Defence
Public order and safety
Education
Health
Social security and welfare
Housing and community amenities
Recreation and culture
Fuel and energy
Agriiulture, lorestry and fishing
Mining, manufacturing and construction
Transport and communications
Other economic atfairs
A. Tourism and area promotion
B. Labour and employment affairs
C. Other economic affairs, nec(c)
Other purposes
A. Public debt interest
B. Nominal superannuation interest
C. General purpose inter-govemmental transactions
D. Natural disaster relief
E. Contingency reserve
Not allocated to function
3
0
431
0
11
0
102
0
-2
425
27,408
570
60
1,680
475
-560
250
15
450
8.372
768
3,958
2,955
2,346
560
2,203
16,194
2,558
15,883
37,549
86,219
2,248
2,585
4,046
2,780
1,905
3,075
209
3,825
840
3,628
5,582
3,986
211
36
Tota!(d) 42,144           206,096
(a) Total measured tax expenditures by functional category are derived by summing
individual tax expenditure estimates, excluding estimates that are rounded to
zero (...) or unquantifiable(*).
(b) Direct expenses by function, as reported in the 2005-06 Final Budget Outcome.(c) nec means not elsewhere classified.
(d) Totals may not sum due to rounding.
*出所;Table 2.5 in ttt Eψιπ″物 働ルπθ%′2θθδ
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表2-2 項目別租税支出の推計 (例)
Cl Concessional taxation of funded superannuation
Social security and welfare ($m)
2002-03   2003-04  2004-05  2005-06  2006-07  2007-08  2008-09  2009-10
9,940    13,400   16,440   17,930   17,110   19,770   21,720   23,400
rtt ιχッタπググ″π″″r Exemption,reduction in taxable value 2ω5 TES ωtti Cl
Cο%%ιπ
“
%ιη′′Z″f lntroduced before 1985
助 の あ″r
撼 ″″υι ψ ″%“I Part Ⅲ,D市ision 2,Subdi宙sion AA ITAA36
Part Ⅲ,Division 3,Subdivisions AA and AB ITAA36
Part Ⅲ,Division 14,ITAA36
Part Ⅲ,Division 17,Subdivisions AAA,AAB,AAC and
AACA ITAA36
Part Ⅸ ITAA36
Section 26-80 1TAA97
Section l15‐10 and Paragraph l15‐1001b)ITAA97
Section 320‐1 5 1TAA97
Superannuation contributions tax acts(Surcharge acts)
The concessional taxation treatment of superannuation is the largest single tax
expenditure. This treatment of superannuation comprises several related
components. These components are described in Appendix B, along with estimates
of their contribution to the concessional taxation of superannuation.
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(3)日本の租税支出の推計
日本では租税特別措置による減収額を租税支出であると定義した、以下の記
述がある。
「租税歳出 (tax expenditures)は、『正規』の税体系からの逸脱 (depames
from a“normar tax structllre)という点から概ね定義することができる。
厳密な定義は、何が『正規』の体系と認識されるかによって、各国毎に若干
異なっている。日本では、退職所得控除を含む大部分の諸控除が『特別』で
はなく『正規』と考えられていることから、租税歳出はかなり限定されてい
る。1999年度における、いわゆる租税特別措置 (so‐caned special meastlrё)
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による減収額は、約2兆円、すなわちGDPの0.4%程度にのぼる°。」
平成18年度の租税特別措置による減収額は3兆2,790億円でGDPの0。6%に
相当する。これはオランダの租税支出がGDPの2.39%(2003年)、 オーストラ
リアのそれが4.2%(2001-02年度)などと比較して小さい規模であるといえるの。
規模の違いは各国の租税支出の定義が異なることを反映していると考えられる。
日本において、租税特別措置以外のものまで租税支出に含める解釈をしてい
る資料が存在する。ひとつは、横浜市のホームページで示されているもので、
緑関連施策事業として、固定資産税の減免措置に「租税支出」の語を与えてい
る°。また、内閣府は「平成16年度 社会全体の子育て費用に関する調査研究」
の中で、子どもの扶養控除を租税支出とみなしている。これらは、租税支出を
OECD諸国でとらえているような、税の減免による間接的な政府支出という
定義に沿ったものであるといえる。
日本の租税支出の推計には、オーストラリアのように間接支出として全体像
を示したものはない。個別の税について分析したものとして上村(2008)の所得
税の所得控除による租税支出の推計がある。この中で、垂直的公平の観点から
租税支出の実態をつかむことが必要であるという問題意識に基づいて、所得階
級別の所得税軽減額を提示している。所得控除の大きさについて研究したもの
としては、森信 。前川(1999)がある。また、租税支出という観点ではないが、
上村(2008)が指摘しているように、消費税の益税を推計したものに橋本(2002)
がある。そのほかには、税の減免措置の実態を精査した報告として、会計検査
院が租税特別措置について平成16年から18年にかけて行ったものがある。
政府税制調査会 (平成13年資料 基礎小2-1より引用)
World Bank(2003)を参照。
httpノ/―.city・Okohama.ip/meノgyousetti匈ハax/kenmaypdf/o5-07zigyohi pdfttJ照
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表2-3 租税特別措置による減収額
租税特別措置による減収額 (平成18年度ベース)     (単位 :億円)
※『図説日本の税制 平成18年度版』より作成
租税特別措置の規定による増減収額 (平成20年度ベース)   (単位 :億円)
所得税 17,550
住宅ローン控除 8,060
生命保険料・損害保険料 2,780
配当所得の課税の特例 2,120
公的年金等控除の最低控除額等の特例 1,620
老人等の少額預金の利子の非課税等
その他 2,240
法人税 10,880
試験研究費の総額係る税額控除等 5,970
中小企業投資促進税制 2.110
情報基盤強化税制 1,000
その他 1,800
その他 4,360
合 計 32,790
所得税関係 15,400
住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除 8,240
確定申告を要しない配当所得 3,360
公的年金等控除の最低控除額等の特例 1,530
青色申告特別控除
上記以外の減収項目 1,560
法人税関係 9,740
試験研究を行った場合の法人税額の特別控除 6,510
中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除 2,560
退職年金等積立金に対する法人税の課税の停止 1,560
情報基盤強化設備等を取得した場合の特別償却又は法人税額の特別控除
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中小企業者等の少額減価償去p資産の取得価額の損金算入の特例
上記以外の減収項目 1,640
交際費1等の損金不算入 (導収額) t'50
その他 25,720
石油化学製品の製造のため消費される揮発油の免税等 37,890
地価税の課税の停止 1,730
土地の売買による所有権の移転登記等の税率の軽減 1,540
小規模宅地等についての相続税の課税価格の計算の特例
住宅取得等資金の贈与に係る相続時清算課税制度の特例
引取に係る特定石炭の免税
石油化学製品の原料用特定揮発油等に係る石油石炭税の還付
上記以外の減収項目 2,070
揮発油税及び地方道路税の税率の特例 C製螺ゆ 14:300
自動車重量税率の特例 (増蟻 6,000
合 計 50,860
※『図説日本の税制 平成20年度版』より作成
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3.租税支出の推計方法と推計モデル
3.1.租税支出の推計方法
租税支出の推計方法は、OECD(1996)によって①税収遺失法 (The revenue
forgone approach)、②税収増加法 (The revenue gain approach)、③支出等
価法 (The Outlay equivalent approach)の3通りの方法に整理されている。
①税収遺失法 (The revenue forgone approach)
税収遺失法は、税の減免のない場合の税収をベンチマークと定義し、ベンチ
マークに比べてどれだけ税収が減少しているかを計測する方法である。現実の
税制とベンチマークとで納税者の行動が変化しないものと仮定している。
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②税収増加法 (The revenue gain approach)
税収増加法は、税の減免措置を廃止した時どれだけ税収が増加するかを計測
する方法である。正確な推計には、税制の変更によって起きる2次的な行動変
化を推計する必要がある。
③支出等価法 (The outlay equivalent approach)
支出等価法は、租税支出と同じ便益を提供するに必要な政府の直接支出額を
推計する方法である。このアプローチは、政府の直接支出の給付者が適切な課
税の適用を受けるという前提の下で、課税後の租税支出と等価な便益を提供す
るには、課税前の直接支出でどれだけ必要かを計測する。
これらの方法のうち、実際の推計には①の税収遺失法が採用されている。し
たがって各国ともベンチマークを設定しているのであるが、この設定が国によ
って異なっている。具体例として、所得税の人的控除を取り上げよう。アメリ
カは人的控除を租税支出に含めないのに対して、フランスでは、世帯人員の違
いを考慮した担税力の調整であるn tt n乗方式による税の減額を租税支出とみ
なしている。このような各国の違いは、租税支出は定義の仕方によってその大
きさが変化しうる恣意的な指標になる可能性があることを意味している。日本
の定義のように、租税支出を租税特別措置法で規定されているもののみに限定
することは一つの基準ではあるが、他のOECD諸国のベンチマークの設定と
は大きく異なっている。
3.2.推計モデル
具体的な推計モデルとしてCOmmOnweakh of Australia(2006)には、①総計
モデル (Aggregate Modelling)、②分布モデル (Distributionnal Modelling)、
および③マイクロシミュレーション (Microsimulation)の3つが紹介されて
いる。
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①総計モデル (Aggregate Modelling)
総計モデルは、ある税の減免額を計算する際に、取引総額の情報を利用する。
このモデルは、税額控除や税の減額がそのもとになる経済活動の総額の一定割
合という単純な形で表すことができる場合に適したアプローチである。総計モ
デルに適したデータソースとしては、国民所得統計、貿易 。生産統計、および
税務統計のような税務当局のデータベースの総計データなどがあげられる。
②分布モデル (Distributional Modelling)
分布モデルは、経済の特定の一部に適用される税の減免を計算するために、
分類総計データを利用する。分布モデルは納税者の特質によって減免額が異な
る場合の推計に適したアプローチである。分布モデルに適したデータソースは
サーベイデータや税務当局のデータベースから作成されたデータである。
分布モデルは個人所得の減免が納税者の課税所得に関連している場合、租税
支出の推計に利用される。これらの減免の租税支出の費用の推計には、所得分
布のデータと課税所得階級別減免税額データが利用される。
③マイクロシミュレーション (Microsimulation)
このアプローチは詳細なデータベースを用いて各納税者の課税取引額を推計
する。租税支出額は実際の減免制度の下での納税額とベンチマークの設定の下
での課税額の差額である。マイクロシミュレーションモデルは全ての納税者の
包括的なデータベース、あるいは詳細なサンプルデータが必要である。マイク
ロシミュレーションを行うためには、税負担の計算に影響を与える取引額につ
いて詳細な情報が必要である。
マイクロシミュレーションは特定の納税者のみが該当する租税支出、あるい
は税の減免率が納税者の行動や状況によって大きく変化する場合の租税支出の
推計に利用される。
27
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マイクロシミュレーション・モデリングは平均実効税率などを計算する際に
も利用される。この結果は総計モデルや分布モデルなど他のモデルにも利用さ
れる。このモデルは全ての項目で詳細なデータセットが利用できない場合に適
している。
本稿では、『国税庁統計年報書』の集計データをもとに租税支出を推計する。
個票データは利用できないので、推計モデルは上記の総計モデルと分布モデル
を採用する。具体的な推計方法は次節および補論で述べる。
4.推計結果
4.1.租税支出総額
まず、租税支出の全体像を見ておく。表411は税収と租税支出の大きさを
比較したものである。実際の税収に税の減収である租税支出を加えたものをベ
ンチマーク税収として計算している。表は、租税支出がない場合には約67兆円
のベンチマーク税収が得られたはずであるが、租税支出によつて33.9%の税収
減となっていることを示している。
表4-1-1 税目別租税支出 (平成20年度)
(単位 :億円)
税  収 租税支出 ベンチマーク税収
租税支出に
よる減収率
b a+b b/(a+b)
所得税 149,851 103,869 253,720 40.99ろ
法人税 100,106 52.995 153,101 34.69る
相続税・贈与税 14,549 14,735 1.3%
消費税 99,689 10,273 109,962 9.3%
その他 78,478 60,049 138,527 43.39ろ
合 計 442,673 227,373 670,046 33.9'る
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表4-1-2は租税支出の目的を一般政府の目的別支出と関連させている。表4-1
-1で示したように、租税支出によって23兆円の税収が失われたが、これは表4-
1-2のような政策意図をもっていると解釈できる。
表4-1-2 -般政府目的別支出と目的別租税支出
(兆円)
一般公共
サービス 防衛
公共の秩
序・安定 経済業務 環境保護
住宅・地域
アメニティー
??
?
?
?
?
?
?
?
?
個別消費支出 0 0 0
集合消費支出 72,95241,59057,11934,80860,50912,529
補助金 0 491 14,7451,3932,86]
現物社会移転
以外の社会給付 5,5092,3735,4492,703 976
その他の経常移転 7,6501,679 355
総固定資本形成 5.7721,9766,25787,29322,7586,098
在庫品増加 0 0 0 864 0 0
資本移転 9,750 0 37 7,209 44912,923
租税支出
?
?
保健
娯楽・文
化・宗教 教育 社会保護 合計
??
?
?
?
?
?
?
?
?
個別消費支出 350,1632,899142,2892 ,323524,674
集合消費支出 7,398 22723,082667410,881
補助金 8,941 49 29,240
現物社会移転
以外の社会給付 4,541 93 14,649576.110612,827
その他の経常移転 4,2231,06612,50142,29180,993
総固定資本形成 853 1,37015,8911,692149,960
在庫品増加 0 0 0 864
資本移転 969 194
?
? 3,23035,472
租税支出 21,748 68 40,333227,355
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表4-1-3 項目別・種類別租税支出
租税支出 (項目別) 億 円 種 類 目  的
所得税 103,869
雑損控除 6 所得控除 社会保護
医療費控除 722所得控除 保健
社会保険料控除 28,405所得控除 保健、社会保護
小規模企業共済等掛金控除 788所得控除 社会保護
生命保険料一般控除 所得控除 社会保護
生命保険料年金控除 332所得控除 社会保護
地震保険料控除 所得控除 社会保護
寄附金控除 所得控除 その他
障害者等控除 745所得控除 社会保護
配偶者控除 5.503所得控除 社会保護
配偶者特別控除 221所得控除 社会保護
扶養控除 13,114所得控除 社会保護
青色申告特別控除 2,313所得控除 経済業務
利子 (障害者、財形) 2,246非課税 社会保護
利子 (その他) 非課税 経済業務
配当非課税 38,257非課税 経済業務
配当特例 税率軽減 経済業務
住宅借入金等特別控除 税額控除 住宅・地域アメニテイー
農業所得の免税 免税 経済業務
電子証明書等特別控除 税額控除 一般行政サービス
その他 税額控除 経済業務
法人税 52,995
試験研究費の総額 税額控除 経済業務
中小企業者等の試験研究費 税額控除 経済業務
試験研究費 (増額等の場合) 税額控除 経済業務
エネルギー需給構造改革推進設備等 1 税額控除 経済業務
中小企業者等の特定機械装置等 税額控除 経済業務
情報基盤強化設備等 税額控除 経済業務
軽減税率 16,781税率軽減 経済業務
寄附金 所得控除 経済業務
交際費 4 所得控除 経済業務
貸倒引当金 21,422所得控除 経済業務
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返品調整引当金 所得控除 経済業務
海外投資等損失準備金 所得控除 経済業務
探鉱・海外探鉱準備金 所得控除 経済業務
業務主宰役員給与 5,199所得控除 経済業務
相続税 (配偶者控除を含めなし)
(参考)相続税 イ,959(配偶者控除を含める場合)
配偶者 4,772税額控除 社会保護
未成年者 5 税額控除 社会保護
障害者 税額控除 社会保護
相次相続 159税額控除 社会保護
消費税 10,273
簡易課税 みなし課税 経済業務
国民医療費 6,812非課税 保健
介護費用 1,348非課税 社会保護
授業料・入学料・検定料 非課税 教育
家賃 1,540非課税 住宅・地域アメニテイー
間接税 60,049
揮発油税
灯油免税 12,961免税 経済業務
航空機燃料用 免税 経済業務
化学用石油 30,370免税 経済業務
発電等用 0 免税 経済業務
ゴム用 7 免税 経済業務
塗料用 免税 経済業務
ノルマルパラフイン用 免税 経済業務
印刷用インキ用 2 免税 経済業務
接着剤用 4 免税 経済業務
洗浄用又は離型用 7 免税 経済業務
駐留軍用 1 免税 防衛
外国公館等用 l 免税 一般公共サービス
その他 0 免税 経済業務
航空機燃料税
沖縄路線・特定離島路線 税率軽減 経済業務
税額控除 16,268税額控除 経済業務
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4.2.所得税の租税支出
(a)所得控除による租税支出
所得控除による租税支出は分布モデルを利用して推計する。ここで租税支出
に含める所得控除項目は、『申告所得税の実態』および『源泉所得税から見た
給与所得の実態』で所得階級別に所得控除額が記載されている、雑損控除、医
療費控除、社会保険料控除、小規模企業共済等掛金控除、生命保険料一般控除、
生命保険料年金控除、損害保険料控除、寄付金控除、障害者等控除、配偶者控
除、配偶者特別控除、および扶養控除である。
源泉所得では「年末調整を行った1年を通じて勤務した給与所得者」の納税
者と非納税者について、給与収入別にこれらの所得控除金額が掲載されている。
本稿では、このうち納税者について租税支出を推計する4)。年末調整されてい
ない給与所得者は確定申告をしている場合には申告所得税の租税支出の推計に
含まれているが、確定申告をしていない場合には租税支出の推計に含まれてい
ない。
「年末調整を行った1年を通じて勤務した給与所得者」の一部は確定申告に
よって申告所得に含まれている。
推計の具体的方法は、補論 1で申告所得税について、補論2で源泉給与所得
税について示されている。ここでは推計結果を表421、および表4-2-2にまと
めておく。
なお、源泉徴収された給与所得のうち、一部は確定申告されている。租税支
出を推計する場合、この確定申告された給与所得に関する部分には両方で租税
4)非納税者については租税支出を推計していない。非納税者は所得控除によって課税所得
がゼロ以下になっているケースと、税額控除によって税額がゼロになっているケースが
混在しており、これを分離することが集計データではできないからである。ただし、非
納税者も本稿で租税支出に含めている税の減免を受けていると考えられるので、これを
計上していないため過少推計になっている。
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支出を計上するという2重計算を行うことになる。そこで、この調整を以下の
ように行う。申告所得税において、源泉徴収税額は6,658億円であり、一方、
年末調整された給与所得の源泉徴収額は5兆9,825億円である。これから、源泉
徴収された給与所得のうち、その後確定申告された割合をH.13%(6,6581/
5,9825)と仮定することにする。
表4…2…1 所得控除による租税支出 (申告所得分)??適用率 申告所得税納税者1人あたり
租税支出
(千円)
申告所得税
納税者合計
(億円)
雑損控除 0.1% 0 6
医療費控除 27.7% 722
社会保険料控除 94.4'ろ 5,563
小規模企業共済等掛金控除 6.5% 515
生命保険料一般控除 6 78.7'ろ
生命保険料年金控除 7 10.6'ろ 1
地震保険料控除 32.3'ろ 1
寄附金控除 2.8% 1
障害者等控除 9.7% 3 256
配偶者控除 32.9'ろ 1,223
配偶者特別控除 2.6% 1
扶養控除 23.2,る 2,605
青色申告特別控除 30.1'る 2,313
合 計 13,833
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表4…2-2 所得控除による租税支出 (源泉給与所得分 )?﹈?適用率 源泉給与所得税納税者1人あたり租税支出
(千円)
源泉給与所
得税納税者
合計
(億円)
雑損控除
医療費控除
社会保険料控除 94.1% 25,703
小規模企業共済等掛金控除 1.3% 1
生命保険料一般控除 5 76.5'ろ 1,250
生命保険料年金控除 6 15.7,ろ 1
地震保険料控除 2 15.1% 0
寄附金控除
障害者等控除 3.7% 550
配偶者控除 25.8% 14 4,817
配偶者特別控除 2.0'る 1
扶養控除 50.7% 11,825
青色申告特別控除
合 計 45,076
(b)利子・配当所得の租税支出
利子所得について、「その他の非課税分」は、所得税法第11条(公共法人等
及び公益信託に係る非課税)のほか、租税特別措置法第5条 (納税準備預金の
利子の非課税)及び第8条 (金融機関等の受ける利子所得に対する源泉徴収の
不適用)等に規定する非課税分である。これらの3項目の非課税措置の目的は
異なるため、それぞれ租税支出に含めるべきかどうかを判断が必要である。し
かしながら、これらの3項目の減免額の内訳が記されていないので分類するこ
とができない。本稿ではこれらを租税支出に含めないものとする。
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非課税による租税支出金額は、税率×支払い金額で推計する。ここで、税率
はそれぞれの項目の課税額から算定する。
表4-2-3 千J子所得の租税支出
(単位 :億円)
非 課 税 分
障害者等非課税、
財形貯蓄非課税分
支払金額
その他非課税分
支払金額
公 債 862 137,911
社 債 664 26,911
銀行預金 4,809
銀行以外の金融機関の預金利子 6,885
勤務先預金の利子 2 1
合同運用信託の収益の分配
公社債投資信託等の収益の分配 5
小 計 2,219 176,750
定期積金の給付補てん金等
匿名組合契約等に基づく利益の分配、
生命保険等の差益
割引債の償還差益
租税支出 計 2.246 ※
※「その他の非課税分」は、所得税法第11条(公共法人等及び公益信託に係る非課
税)のほか、租税特別措置法第5条 (納税準備預金の利子の非課税)及び第8条
(金融機関等の受ける利子所得に対する源泉徴収の不適用)等に規定する非課税
分である。
配当所得による租税支出は表4-2-4にまとめられている。ここで「非課税分」
は、所得税法第11条(公共法人等及び公益信託に係る非課税)に規定する非課
税分である。非課税分の租税支出は、配当等の支出金額×税率で推計する。税
率は課税対象の配当所得の支出額と税額から平均税率を算定し利用する。
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表4-2-4 配当所得の課税所得
(単位 :億円)
非 課 税 分
障害者等非課税、
財形貯蓄非課税分
支払金額
その他非課税分
支払金額
公 債 86,189 13,791,129
社 債 66,352 2,691,131
銀行預金 36,768 480,870
銀行以外の金融機関の預金利子 26,125 688,521
勤務先預金の利子
合同運用信託の収益の分配 5,681 13,560
公社債投資信託等の収益の分配 9,734
小 計 221,852 17,675,003
定期積金の給付補てん金等 23,431
匿名組合契約等に基づく利益の分配、
生命保険等の差益 2,776 4,169
割引債の償還差益
計 224,628 17,702,603
「非課税分」は、所得税法第11条(公共法人等及び公益信託に係る非課税)に
規定する非課税分である。非課税分の租税支出は、配当等の支出金額×税率で
推計する。税率は課税対象の配当所得の支出額と税額から平均税率を算定し利
用する。
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(c)税額控除による租税支出
表4-2-5 税額控除による所得税の租税支出
税額控除(億円)
住宅借入金等特別控除
4.3.法人税の租税支出
(a)税額控除
会社標本調査結果 (2-1月期決算ベース集計)および、会社標本調査結果
(4-3月期決算ベース集計)の集計結果が表4-3-1である。
表4-3-1 税額控除による租税支出 (法人税)
(単位 :億円)
法人税額の特別控除
??
?
?
?
?
?
? 中小企業者
等の試験研
究費
試験研究費
(増額等の
場合)
エネルギー
需給構造改
革推進設備
等
中小企業者
等の特定機
械装置等
??
ィ 合 計
2,471 232 l
免除(億円)
租税特別措置法第25条《肉用牛の売却による農業所得の免
税》の規定によるもの。
峯ラ簗喪嘉樟親あ轟穀愛傑炉雰窺楚怪TI言垢Fする法律
合 計
税額控除(億円)
住宅借入金等特別控除
電子証明書等特別控除 5
その他
合 計
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法人税の税額控除のうち、所得税額と外国税額は、二重課税の回避のためで
あり、特定の政策意図を持ったものではないものとし、租税支出には含めない
ものとする。したがって法人税の税額控除による租税支出は、エネルギーの控
除額等、中小企業者等の特定機械装置、試験研究費の総額等、中小企業者等の
試験研究費、および情報通信機器等に計上された3,127億円とする。
(D所得控除 (損金算入)
法人税の損金算入には、寄附金、交際費、減価償却費、貸倒引当金、返金調
整引当金、海外投資等損失準備金、探鉱 。海外探鉱準備金、業務主宰役員給与
について金額が記載されている。これらの損金算入は課税ベースを縮小するの
で、その減収額は損金算入額×税率で計算する。
表4-3-2 損金算入による租税支出
(単位 :億円)
支出額 損金不算入額 損金算入額 租税支出
寄附金 4,940 2,216 2,724
交際費等 32,261 16,108 16,153 4,431
貸倒引当金 71,944 0 71,944 21,422
返品調整引当金 1,025 0 1,025
海外投資等損失準備金 1,296 0 1,296
探鉱 。海外探鉱準備金 1,818 0 1,818
業務主宰役員給与 21,682 2,874 18,808 5,199
合 計 33,087
法人税率の軽減による租税支出金額は表4-3-3のように、法人種類別の平均
税率の差を用いて推計する。平均税率は所得金額と所得に対する税額から算定
する。
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表4-3-3 税率の軽減による租税支出
法定事業年度分 清算事業年度分
所得金額
百万円
?
??
?
? 平均実行
税率(%)
嘲
百万円
?
??
?
? 平均実効
税率(%)
ベンチ
マーク
穂率(%)
??
普通法人 33,626,1238,803,13826.1837,77810,16626.91 12,859
人格のない社団 11,246 2,68423.87 30.0 7
協同組合等 831,819158,7189.082,755 22.90
公共法人等 222,70848,12821.61
外国法人 414,424118,45128.58 30.0
ガヽ 計 35,106,3209,131,12026.0140,53310,79726.64 14,021
連結法人 2,061,805342,62716.62 2,759
合 計 37,168,1259,473,74725.490,53310,79726.64 16,781
ベンチマーク税率を法定税率の30%に設定する。表4-3-3に示されているよう
に、平均実効税率はこれより低い。税率の差による税負担の軽減は、これらの
法人に対する間接的な補助金としての租税支出に分類するものと仮定する。
4.4.相続税・贈与税
相続税の租税支出として、表4-4-1の4つの税額控除をあげる。相続税の減
額措置には、事業承継に関するものや、土地評価の特例によるものなどがある。
これらの税の減免政策的な間接支出の性格を持っており、本来租税支出に含め
るべきであると考えられるが、本稿では、推計の困難さから取り上げていない。
表4-4-1の税額控除による租税支出は、いずれも特定のケースについての税
の減額であり、政策目的は「社会保護」に分類しているが、このうち、配偶者
控除は租税支出に含めるべきではないという判断がありうる。課税財産は被相
続人が所有していたものであるが、配偶者はその財産の形成に関与しているの
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で、配偶者の税負担を他の相続人の税負担より小さくすることは課税上の優遇
ではなく、適正な扱いと考えることもできるからである。この考えに立てば、
配偶者控除は租税支出には該当しないことになる。本稿では、相続税の配偶者
控除の数値を記載するが、これを含めないものとする。
表4-4-1 相続税の租税支出
相続税の税額控除
税額控除
百万円
租税支出
億円
暦年課税分贈与税 5.780
偶 者 477,241 4,772
未 成 年 者 5
障 生 者 2,240
相 次 相 続 15,896
外 国 税 額 1,210
計 502,853
4.5.消費税
(1)非課税による租税支出
消費税の非課税は、「社会政策上」の観点から置かれているものであり、前
掲の表4-1-3のようにそれぞれの目的別租税支出に分類される。本稿では、こ
れらの非課税額は最終消費段階の支出額をもとに推計を行っている。このため、
中間段階の非課税分は計算に含まれていない。また、それぞれの支出項目は国
民経済計算等の集計データから求めており、支出の一部しか捕らえられていな
い。
非課税措置による消費税のそれぞれの支出額は表4-5-1に示されている。消
費税の課税ベースである付加価値は、支出額の50%であると仮定した。これは、
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これらの項目がいずれもサービス業に属しており、このみなし仕入れ率が50%
なので、これを採用した。
表4-5-1 消費税の非課税による租税支出
支 出 額 消費税相当額(国税4%)
国民医療費 340,600 6,812
介護費用 67,375 1,348
授業料・入学料・検定料 2,815
家賃 76,976 1,540
合 計 487,766 9,755
※上記支出にみなし仕入れ率50%を仮定している。
家賃については、消費税の非課税対象になる家賃を国民経済計算と家計調査
をもとに推計する。家賃の総額は表4-5-2の家計の目的別最終消費支出のうち、
4.住居・電気・ガス・水道 (70兆2,516億円)に含まれている。ただし、国
民経済計算では、持ち家の帰属家賃 (46兆6,912億円)が「住居」支出に含ま
れている。これは消費税の課税対象ではないので除外する。次に電気・ガス・
水道を除外するために、家計調査を利用する。
表4-5…2 家計の目的別最終消費支出
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支出の目的 (単位10億円)
1.食料・非アルコール飲料 41,572.2
2.アルコール飲料・たばこ
4.住居・電気・ガス・水道
5.家具・家庭用機器・家事サービス
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保健 医療 12,258.3
7.交通 30.690.5
8.通信 9,232.5
9.娯楽・レジャー・文化 29,492.3
教育 6,143.0
11.外食・宿泊 22,260.4
12.その他 30,202.5
国内家計最終消費支出 280,330.8
(再掲)持ち家の帰属家賃 46,691.2
家計調査では、「住居」と「光熱 。水道」カリJ掲されており、さらに、住居
のうち家賃と地代が分けて掲載されている。ここでは、消費税の非課税対象で
ある家計の支払い家賃を求めるので、
民営家賃+公営家賃十給与住宅家賃
住宅+光熱・水道
の比率 (32.7%)を利用する。これにより、家計の支払い家賃は
7兆6,976億円=32.7%*(70兆2,516億円-46兆6,912億円)
と推計される。
表4-5…3 住居費と光熱・水道費
住 居 18,930
家 賃 地 代 12,529
設 備 修 繕 ・ 維 持 6,402
設 備 材 料 2,003
工事その他のサービス 4.399
光  熱  ・  水  道 19,418
家賃地代の占める割合 32.7うる
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(2)簡易課税による租税支出
売上額が5,000万円以下の消費税課税業者は、簡易課税制度の利用が認めら
れている。簡易課税制度では仕入額を実際の仕入額ではなく、売り上げの一定
割合を仕入額とみなす「みなし仕入れ率」を利用して計算することができる。
実際の仕入れ率よりもみなし仕入れ率のほうが高い場合、その差による税負担
の軽減である、いわゆる「益税」が発生する。
そこで、中小企業庁『中小企業基本調査』を用いて産業別の付加価値比率の
推計から、実際の仕入れ率の推計を試みる。この資料では、個人企業と法人企
業別に、産業別の売上高と営業費用の項目が集計されている。
法人企業については、付加価値を構成する項目として、労務費、減価償却費、
人件費、家賃地代、租税公課、支払利子 。割引率、および経常利益の7項目を
取り上げることとする'。 個人企業については、営業費用の集計項目が法人企
業と異なるため、付加価値を構成する項目として、給料賃金 (専従者給与除く)、
家賃地代、減価償却費、租税公課、差引金額または専従者控除前の所得金額、
および所得金額の6つを採用する。推計した付加価値をベースにした仕入れ率
は
麒 膵 脚 =
で計算する。さらに、益税率は、
益税率=みなし仕入れ率―仕入れ率 (推計)
で計算される。
5)なお、ここでの付加価値は『中小企業基本調査」に記載の付加価値の定義に依拠してい
る。
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表4-5-4 みなし仕入れ率と現実の仕入れ率 (推計)
合計 建設業 製造業 情報通信業 運輸業
みなし仕入れ率 70 70 50
?
?
?
?
付加価値 (推計) 9,688,442999,394837,43516,19689,061
売上高 23,176,2872,6 7,0041,729,22830,663148,887
仕入れ率 (推計) 51.6
益税率 (推計) 18.4
売上シェア 0.07 0.00 0.01
?
?
?
付加価値 (推計) 5,485,9168 9,771919,455173,778119,819
売上高 13,827,2272,463,206,181,943341,296233,284
仕入れ率 (推計) 64.7 57.9
益税率 (推計) 1.4
売上シェア 0.11 0.09 0.01 0.01
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卸売業 小売業 不動産業 飲食・宿泊業 サービス業
みなし仕入れ率 90 60 50
?
?
?
?
付加価値 (推計) 160,8981,584,3781,068,5762,299,5982,632,906
売上高 641,2886,791,7361,569,9095,253,8264,333,748
仕入れ率 (推計) 74.9
益税率 (推計)
売上シェア 0.03 0.29 0.07
?
?
?
付加価値 (推計) 191,416695,752732,872475,5331,307,520
売上高 901.7772,734,0871,344,5661,134,7212,492,347
仕入れ率 (推計) 74.6 45.5
益税率 (推計)
売上シェア 0.04 0.12 0.06 0,05
表4-5-4は個人企業と法人企業別に、産業別の益税率を計測したものである。
国税庁統計年報書には、簡易課税の納税額が個人企業と法人企業別に記載され
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ている。表4-5-4のみなし仕入れ率と益税率、および産業別の売上シェアを用
いて、現実の簡易課税制度の納税額と現実の仕入れ率 (推計)を用いた納税額
の関係を示すと
簡易課税の納税額=Σ産業別簡易課税納税額
=Σ産業別売上高*産業別みなし仕入れ率
=売上高総額*Σ産業別売上シェア*産業別みなし仕入れ率
実際の仕入れ率の納税額=Σ産業別売上高*産業別実際の仕入れ率
=売上高総額*Σ産業別売上シェア*産業別実際の仕入れ率
となる。これらを用いると簡易課税+1度による租税支出は
租税支出=実際の仕入れ率の納税額―簡易課税の納税額
=売上高総額*Σ産業別売上シェア
*(産業別実際の仕入れ率一産業別みなし仕入れ率)
と計算される。この結果は次の表にまとめられている。
表4-5-5 簡易課税による租税支出
簡易申告
倒 嘩 鮨 D
による税額
億円
租税支出
億円
個人事業者
件 数 905,824
?
??
?
? 223,839 2,542
法 人
件 数 572.869
?
??
?
? 218,110 2,395 214
△ 計
件 数 1,478,693
税 額
百万円 441.949 4,938
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4.6その他の間接税
(1)揮発油税の租税支出は表4-6-1で示した、特定用途の免税を租税支出とする。
揮発油税の税率は、課税数量と税額から平均税率0.05%を求める。次に免税数
量に税率を乗じて租税支出を推計する。
表4-6-1 揮発油税の租税支出
揮発油税(免除) 免除数量(kl) 租税支出(億円)
灯油免税 27,426,956 12,961
航空機燃料用 610,964 289
化学用石油 64,269,516 30,370
発電等用
ゴム用 14,526 7
塗料用 58,122
ノルマルパラフイン用 0 0
印刷用インキ用 4,936 2
接着剤用 7,512 4
洗浄用又は離型用 14,993 7
駐留軍用 2,364 1
外国公館等用 1,375 1
その他 0
合 計 43,669
(2)航空機燃料税
航空機燃料税は沖縄路線航空機に係る軽減と特定離島路線航空機に係る軽減
を租税支出とする。いずれも課税数量(kl)とl klあたり軽減額から租税支出
を計算している。
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5.おわりに
租税支出の意義として、WOrld Bank(2003)は①民間部門のインセンティブ
を高めることができる、②直接支出を決定するより決定までの時間が短い、③
集権的な意思決定になじまない政府の補助を分権的に決定できる、④直接支出
を減らすことができる、などをあげている。また、租税支出の短所として⑤税
負担をしていない低所得者に恩恵がない、⑥税制が複雑になる、⑦政策評価の
対象になりにくい、③既得権益化しやすい、⑨経済活動に中立的でない、をあ
げている。これらの論点は、政策手段として税の減免という租税支出が必要な
のか、あるいは直接支出などの手段よりも有効なのかを問うものである。個別
の租税出について有効性を検討するには、他の租税支出の有効性との比較や直
接支出との比較をしなければならないので、租税支出の全体像をとらえておく
ことが必要不可欠である。前節で国税についての租税支出の全体像を明らかに
したので、ここではその政策的意義について検討をしよう。
表4…6…2 航空機燃料税の租税支出 (軽減税率による)
航空機燃料税 (控除税額) 16,268
うち軽減税率 沖縄路線航空機に係る軽減 3,693
特定離島路線航空機に係る軽減 3,238
表4-6-3 航空機燃料税の租税支出 (税額控除による)
航空機燃料税 (軽減分) 数量 (1:;:liq)実効税率 賛稽青|
積込数量及び税額 5,023,899115,3972.3%
うち軽減税率 沖縄路線航空機に係る軽減 1,011,35513.1481.3% 100.8
特定離島路線航空機に係る軽減 319,4966,230 1.9%
計 111.9
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まず、租税支出の規模については、政府の活動を表す指標の一つと位置付け
られる。政府規模を表す指標としては、支出総額や国民負担率などが代表的な
ものである。巨額の累積債務を抱えるわが国では、今後の財政収支の推移や国
民負担率の推移に政策的関心が集まっている。税制改革は税収確保と公平な負
担、経済への影響などの検討課題をもっている。しかしながら、租税支出であ
る税の減免措置に対する認識はほとんどなかったといえる。前節で明らかにし
たように、租税支出の規模は税収面で無視できるものでない。
租税支出を目的別にみると、経済業務、社会保護、保健などが大きく、これ
らを追加することで直接支出のシェアとは異なる姿が見られた。これは政府が
経済に対する関与の実態を直接支出のみで見ることに問題がある可能性を示唆
している。
租税支出を個別にみる場合には、どのようなタイプの納税者あるいは行動に
減免の便益が与えられているのかに注目する必要がある。所得税の人的控除と
して、配偶者、扶養者、老年者、障害者への減免措置がある。これらは正規の
税体系の中にあるものとして租税支出に含めないのか、あるいは特定の恩恵と
して租税支出に合めるべきなのかについて検討しなければならないが、その際、
福祉施策の直接支出として代替できるのかどうかが一つの判断基準となる。
企業への減免措置については、中小企業を対象にしたものがある。中小企業
に対しては租税特別措置に規定された減価償却を通じた減額以外に、法人税の
軽減税率や消費税のみなし課税による益税を租税支出として計上している。減
額規模では法人税率の軽減によるものは少なく、益税のほうが大きい。みなし
課税は事務負担の軽減を目的に導入されたものであるが、それによる益税の間
題点は指摘されてきた。これを租税支出としてとらえることは、他の租税支出
項目と比較しながら意義を検討することができるのである。
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補論1 申告所得税の所得控除による租税支出の推計
表A-1…1所得階級別申告所得税の課税所得
合計所得階級
合計所得金額 所得控除額 課税所得金額
千円 千円 千円
70万円以下
100万円 ″ 582
150万円 ″ 772
200万円 1,752
250万円 2,235 1,063
300万円 ク 2,735
400万円 ″ 3,455 1,993
500万円 4,463 572 2,890
600万F] // 5,470 627 3,842
700万円 ″ 6,472 ,744 4,728
800万円 ″ 7,470 5,649
1,000万円 ク 8,910 890 7,020
1,200万円 10,924 862 9,062
1,500万円 ″ 13,366 11,431
2,000万円 ″ 17,195 2,009 15,186
3,000万円 ″ 24,147 1,972 22,175
5,000万円 37,717 2,013 35,704
5,000万円超 70,905 32,726
計 5,383 1,292 4,091
合計所得、所得控除および課税所得は『申告所得税の実態』1.総括表(続)
の1人当たり金額を利用した。所得控除による租税支出はまず、所得控除項目
別のベンチマーク課税所得を計算する。同資料の 3。 所得控除表には、所得階
級別の控除適用者数と控除総額が記載されている。これを利用して、所得階級
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別に控除適用者1人当たり控除額と控除適用率を求める。ベンチマーク課税所
得は所得階級別に、課税所得に控除適用者1人当たり控除額を加えた額である
とする。実際の控除額は申告者別の違う金額であるが、ここでは所得階級別の
平均控除額を用いて、各所得階級のベンチマーク課税所得を求めている。控除
適用者の税の減少額はベンチマーク課税所得BTIと課税所得TIのそれぞれが
直面する限界税率を適用して計算したそれぞれの税額の差額である。
控除適用者1人当たり税減少額=BTr・′rBη―π・′
“
り
所得階級別申告納税者1人当たり租税支出は
控除適用者1人当たり税減少額×控除適用率
である。これに所得階級別申告者数を乗じて総計することにより、所得控除別
の租税支出総額が得られる。
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補論2 給与所得 (源泉所得税)の所得控除による租税支出
源泉所得のうち給与所得については、『源泉所得税から見た給与所得の実態』
を利用して所得控除による租税支出を推計することができる。まず、給与収入
階級別の給与収入に給与所得控除を適用し給与所得を計算する。給与所得から
基礎控除38万円をおよび表で取り上げている所得控除を差し引いた額を課税所
得とする。
ここで、注意すべき点として給与所得控除の取 り扱いをあげておく。本稿で
は給与所得控除を「正規の」税制の扱いとし、租税支出に含めていない。これ
は上村(2008)が租税支出項目に計上したのとは異なる扱いである。給与所得控
除は給与収入を得るための経費を概算で計算する仕組みであり、実際の経費を
超える控除が生み出す税負担の減少は租税支出の概念に合致すると考えられる。
ただし、申告所得に計上されている所得は、すでにその経費を差し引いた金額
であるので、給与所得控除を経費に含めなければ、他の所得よりも過重な税負
担を強いていることになる。本稿では、所得は収入から経費を差し引いた額で
あることが、ベンチマークであると想定し、実際の経費を計上する場合と概算
で経費を計上する場合のいずれもベンチマークに含めるものとする。これによ
り、給与所得控除はベンチマークに含まれ、これによる税負担の減少は租税支
出には含まれないものとする。
所得控除によって課税所得はベンチマークの課税所得から減少する。これに
よって税額の減少額は
控除適用者1人当たり税減少額=B爾・′βη ―T」・珀リ
となる。所得階級別申告納税者1人当たり租税支出は
控除適用者1人当たり税減少額×控除適用率
である。これに所得階級別申告者数を乗じて総計することにより、所得控除別
の租税支出総額が得られる。
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表A…2…1 所得階級別給与所得 (源泉徴収分)の課税所得
給与収入階級
1人当たり
給与収入 所得控除
?
千 円 千 円 千 円
～200万円 1,557.0 650.0380.0 180.1524346.9
～300万円 2,531.1 939.3380.0 418.3004793.5
～400万円 3,502.51,230.8380.0 670.54641,221.2
～500万円 4,472.51,434.5380.0 961.10221,696.9
-600万Fl 5,479.11,635.8380.01,202.5332,260.7
～700万円 6,469.61,833.9380.01,434.8292,820.9
～800万円 7,449.91,945.0380.01.606.0973,518.8
～900万円 8,466.02,046.6380.01,787.6254,251.8
～1,000万円 9,466.92,146.7380.01,906.6885,033.5
～1,500万円 11,808.12,290.4380.02,029.3987,108.3
～2,000万円 17,111.2,555。6 380.02,095。78 12,079。9
計 4,709.01,481.8380.0 920.28461,926.9
表A-2-2 社会保険料控除による租税支出
給与収入階級 1人当たり
ベンチマー ク
課税所得
推計租税
支出 適用率 1人当たり 総計
千 円 千 円 千 円 % 千 円 億 円
～200万円 166.7 513.6 73.7 249.4
～300万円 296.41,089。 92.4 13.7 866.5
～400万円 416.61,637.820.8 96.5 20.11,384.1
～500万円 536.52,233.353.6 98.0 52.62,922.4
～600万円 647.92,908.664.8 98.4 63.82.412.9
～700万円 761.73,582.5175.2 99.0 173.54,328.8
～800万円 855.84,374.5196.8 98.8 194.43,569.5
～900万円 948.25,199.9218.1 98.6 215.12,783.3
～1.000万円 1,031.36,064.8237.2 98.4 233.41,980.2
～1,500万円 1,131.48,239,7260.2 98.0 255.14,013.8
～2,000万円 1,207.213,287.0398.4 97.6 388.81,191.5
計 545.62472.5 78.1 94.1 73.525,702.5
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表A=2-3 所得階級男1小規模企業共済等掛金控除による租税支出
給与収入階級 1人当たり
ベン
～
―ク
課税所得
推計租税
支出 適用率 1人当たり 総計
千 円 十 円 千 円 % 千 円 億 円
～200万円 143.5490.4
～300万円 269.51,063.013.5 7.5
～400万円 356.01,577.217.8
～500万円 385.42,082.338.5 24.0
～600万円 445.82,706.644。6 25.8
～700万円 392.3,213.239.2
～800万円 474.93,993.7109.2 42.5
～900万円 503.14,754.9115.7 32.8
～1,000万円 604.75,638.2139.1 2.6 30。8
～1,500万円 572.27,680.5131.6 76.7
～2,000万円 664.512,744.3219.3 14.8 45.3
計 426.62,353.683.6 307.8
表A…2¨4 所得階級別生命保険料一般控除による租税支出
給与収入階級 1人当たり
ベンヤ クー
課税所得
推計租税
支出 適用率 1人当たり 総計
千 円 千 円 千 円 % 千 円 億 円
～200万円 44.9 391.8 53.2 48.5
～300万円 45.5 838,9 65.5 94.3
～400万円 45。7 1,266.9 72.5 114。1
～500万円 46.61,743.5 80.4 104.2
～600万円 47.52,308.2 86.6 155.6
～700万円 48.22,869.1 90.5 4.4 108.9
～800万円 48.63.567.31 92.6 10.3 189.9
～900万円 48.74,300.51 94.3 10.6 136.6
～1,000万円 48.95,082.41 93.8 10.5 89。4
～1,500万円 49.07,157.31 93.0 10.5 165.1
γ2,000万円 49.112,129.016.2 86.7 14.0 43.0
計 46.81,973.8 76.5 1,249.6
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表A-2-5 所得階級別生命保険料年金控除による租税支出
給与収入階級 1人当たり
ベン‐ ク
課税所得
推計租税
支出 適用率 1魁たり 総計
千 円 千 円 千 円 % 千 円 億 円
～200万円 46.6 393.4
～300万円 47.2 840。7 0.2
～400万円 47.31,268.5 18.6
～500万円 47.71,744.6 14.9 0。4 19.8
～600万円 47.82,308.5 19.1 34.6
～700万円 47.92,868.7 23.5 28.0
～800万円 48.13,566。9 25.4 2.8 51.5
～900万円 48.34,300。1 27.9 40.1
～1,000万円 48。2 5,081.7 28.8 27.1
～1,500万円 48.57,156。7 30.4 53.2
-2,000万R 48.612,128.5 25.8 12.7
計 47.71,974.7 15.7 307.3
表A-2-6 所得階級別地震保険料控除による租税支出
給与収入階級 1人当たり
ベパ クー
課税所得
推計租税
支出 適用率 1魁たり 総計
千 円 千 円 千 円 % 千 円 億 円
～200万円 20.2 367.1 4.6
-300万R 20.2 813.7 7.2
～400万円 18.91,240.2 0.9 9。4
～500万円 17.71,714.6 13.8
～600万円 2,278.8 13.0
～700万円 17.22,838.1 24.8 10.6
～800万円 17.23,535。9 28。6 20。7
～900万円 17.54,269.3 32.2 16.7
～1,000万円 5,050。6 32.8 11.0
～1,500万円 7,126.5 35.0 23.1
～2,000万円 12,100.0 34.1
計 1,945.1 121.5
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表A-2-7 所得階級別障害者等控除による租税支出
給与収入階級 1人当たり
ベンチマー ク
課税所得
推計租税
支出 適用率 1人当たり 総計
千 円 千 円 十 円 % 千 円 億 円
～200万円 289.3 636.1 14.5 13.5
～300万円 309.91,103.4 15.5 33.2
～400万円 350.21,571.517.5 42.7
～500万円 396.02,092.839.6 89.9
～600万円 406.72,667.440.7 62.0
～700万円 426.83,247.642.7 42.2
～800万円 444.43,963.2102.2 71.5
～900万円 446.24,698.0102.6 62.9
～1,000万円 452.75,486.2104.1 42.0
～1,500万円 450.67,558.9103.6 71.4
～2,000万円 418.312,498.138.0
計 378.82,305.742.8 549。9
表A-2-8 所得階級別配偶者控除による租税支出
給与収入階級 1人当たり
ベンチマー ク
課税所得
推計租税
支出 適用率 1人当たり 総計
千 円 千 円 千 円 % 千 円 億 円
～200万円 391.0 737.8 19.5 23.0
～300万円 389.21.182.7 9.8 120.4
～400万円 388.61,609.9 228.6
～500万円 390.52.087.339.0 27.1 10.6 589.1
～600万円 386.02,646.838.6 34.2 13.2 499.2
～700万円 384.83,205.738.5 42.9 16.5 411.9
～800万円 385.23,904.088.6 48.9 43.3 795,7
～900万円 384.74,636.588.5 55.0 48.7 629.8
～1,000万円 384.95,418.488.5 58.1 51.4 436.3
～1,500万円 384.07,492.388.3 61.2 54.0 850.4
～2,000万円 385.12,465.0127.1 59.6 75.7 232.1
計 386.82,313.753.3 25.8 13.84,816.5
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表A-2-9 所得階級別配偶者特別控除による租税支出
給与収入階級 1人当たり
べ´ ■←ク
課税所得
推計租税
支出 適用率 1人当たり 総計
千 円 千 円 千 円 % 千 円 億 円
～200万円 343.9 690,7 17.2 0.2
～300万円 332.21.125.616.6 0.3 16.0
～400万円 306.51,527.715.3 1.7 17.8
～500万円 275.41,972.327.5 2.2 33.8
～600万円 264.82,525.626.5 25。9
～700万円 248.23,069.124.8 2.7 16.8
～800万円 244.53,763.256.2 33。9
～900万円 240.14.491.955.2 20.4
～1,000万円 253.95,287.458.4 2.6 12.9
～1,500万円 236.37,344.654.4
～2,000万円 12,079。9
計 282.32,209.228.7 196.1
表A-2-10 所得階級別扶養者控除による租税支出
給与収入階級 1人当たり
べ次 ―ク
課税所得
推計租税
支出 適用率 1人当たり 総計
千 円 千 円 千 円 % 千 円 億 円
～200万円 437.0 783。9 21.9 13.5
～300万円 448.01,241.422.4 11.7 166.5
～400万円 444.81,666.122.2 31.9 488.2
～500万円 450.12,147.045.0 56.8 25.61,421.0
～600万円 461.42,722.246.1 75.7 34.91,321.8
～700万円 470.83,291.747.1 90.9 42.81,067.9
～800万円 473.53,992.308.9 00.4 109.32,007.3
～900万円 485。9 4,737.711.7 10.5 123.51.598.0
～1,000万円 489.5,523.012.6 14.3 128.61,091.4
～1,500万円 491.87,600.1 16.9 132.22,080.3
～2,000万円 491.012,570.862.0 14.7 185.8569,3
計 466.42,393.466.7 50.7 33.811,825.0
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An Estimation of Tax Expenditure in Japan
Masahiro Hidaka
ABSTRACT
In many OECD countries, governments publish tax expenditure in
every year. Tax expenditures are estimated as tax concessions, which
are regarded as one of the policy tools to achieve certain political
purpose.
Tax expenditure is gives us a sight of government indirect
expenditure to private sector, but it must be noted that tax expenditure
is estimated with assumption of benchmark tax revenue, which differs
among countries. As tax expenditure in Japan is defined as the tax
incentives provided by Special Taxation Measures Law only, the
aggregated amount of tax expenditure seems too less than other OECD
countries.
Therefore, in this paper I tried to estimate tax expenditure using the
method applied in OECD countries. Then economic implications were
presented with the estimated results.
Ke)'word : Tax Expenditure; Indirect Expenditure.
JEL Classification Numbers : H24; H25; H29.
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